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建築基準法及びこれに基づく命令の規定による規制と同等の規制を受けるものとして 

国土交通大臣が指定する工作物を定める件の施行について 

（技術的助言） 

 
平成２３年３月３０日に公布した建築基準法施行令の一部を改正する政令（平成２３

年政令第４６号）が同年１０月１日から施行される（一部は同年５月１日に施行済）こ

とを受け、今般、建築基準法及びこれに基づく命令の規定による規制と同等の規制を受

けるものとして国土交通大臣が指定する工作物を定める件（平成２３年国土交通省告示

第１００２号）を定め、同年１０月１日から施行することとした。 

本告示の施行により、「太陽光発電設備等に係る建築基準法の取扱いについて」（平

成２３年３月２５日付け国住指第４９３６号国土交通省住宅局建築指導課長通知）によ

り通知したとおり、従来から建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」とい

う。）の適用が除外されている「架空電線路用並びに電気事業法（昭和３９年法律第１

７０号）第２条第１項第１０号に規定する電気事業者及び同項第１２号に規定する卸供

給事業者の保安通信設備用」の柱に加えて、「太陽電池発電設備（電気事業法第２条第

１項第１６号に規定する電気工作物であるものに限る。）」についても、法の適用が除

外されることとなるのでご留意願いたい。 

貴職におかれては、貴都道府県内の特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検

査機関に対しても、この旨周知方お願いする。 

なお、国土交通大臣又は地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、この旨通

知していることを申し添える。 


